
平成１６年３月１１日(木) 午後１時30分
国分シビックセンター多目的ホール

花見客でにぎわう「丸岡公園」

平成１６年３月７日 第３回黄金の郷「山ヶ野史跡めぐりウォーキング」



第20回姶良中央地区合併協議会会議次第 
 

日時 平成16年３月11日（木）午後１時30分から 

場所 国分シビックセンター多目的ホール 

 
１ 開 会 
 
２ 会長あいさつ 
 
３ 諸般の報告 
 
４ 議 事 
 （継続協議事項）                                                    （第20回資料） 

  協議第45号-２ 上・下水道【水道】の取扱いについて（協定項目25-19-①）    別冊２ 

（前回提案された事項）                                               （第19回資料） 

  協議第39号 農林水産関係事業【農業】の取扱いについて（協定項目25-16-①） 別冊１ 

  協議第48号 一般職の職員の身分の取扱いについて（協定項目11）             別冊２ 

  協議第49号 町名・字名の取扱いについて（協定項目19）                     別冊３ 

  協議第50号 その他事業【指定金融機関等】の取扱いについて（協定項目25-27-①） 

       別冊４ 

５ 次回の協議事項について 

（提案説明）                                                        （第20回資料） 

  協議第51号 学校教育事業の取扱いについて（協定項目25-20）                別冊１ 

 

６ その他 

・ 次回の会議日程等について 

 

７ 閉 会 
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諸 般 の 報 告（協議会の行事や事務局の動き）第 20回協議会 

期 日 内        容 備 考 

 2月 26日（木） 

第１９回協議会 13:30多目的ホール 

第１３回議会議員の定数及び任期検討小委員会 10:00多目的ホール 

消防防災分科会 9:30国分市 

健康分科会 16:00国分市 

総務班 

調整班 

 

 

 2月 27日（金） 
人事分科会 9:30国分市 

新市まちづくり計画を事前協議のため県知事に提出 

調整班 

計画班 

 3月 1日（月） 
総務専門部会 13:00国分市 

水道分科会 13:30隼人町 
調整班 

 3月 ３日（水） 
電算分科会 13:30国分市 

シルバー人材分科会 14:00隼人町 
調整班 

 3月 ５日（金） 
第２０回幹事会 13:30多目的ホール 

第三セクター分科会 10:00霧島町 

総務班 

調整班 

 3月 ９日（金） 消防組合合同会議 14:00国分市 調整班 

 3月 11日（木） 

第２０回協議会 13:30多目的ホール 

第１４回議会議員の定数及び任期検討小委員会 10:00多目的ホール 

選挙分科会 9:30牧園町 

総務班 

調整班 

 

 

＜今後の予定＞ 

 3月 12日（金） 
電算業務リーダーヒアリング 10:00国分市 

分科会長会 14:00国分市 
調整班 

 3月 16日（火） 総務分科会 13:30国分市 調整班 

 3月 18日（木） 
第２１回幹事会 13:30多目的ホール 

消防防災分科会 9:00国分市 

総務班 

調整班 

 3月 23日（火） 
住民専門部会（環境・一組関係）13:30国分市 

消防団長会 17:00国分市 
調整班 

 3月 24日（水） 
総務分科会 9:30国分市 

総務専門部会 13:30国分市 
調整班 

 3月 25日（木） 
第２１回協議会 13:30多目的ホール 

人事分科会 9:30国分市 

総務班 

調整班 
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協議第４５号－２

上・下水道事業【水道】の取扱いについて（協定項目２５－１９－①）

上・下水道事業【水道】の取扱いについて、次のとおり協議を求める。

1 上水道・簡易水道事業の認可については、合併の日に事業廃止の届出をし、同時に
新市として現行のとおり創設認可を受ける。また、中・長期事業計画のうち、継続事
業は現行のとおり新市に引き継ぎ、新規事業は新市において調整する。

2 国分市、溝辺町及び隼人町の上水道事業は、合併と同時に統合する。また、横川
町、牧園町、霧島町、福山町及び隼人町がそれぞれ管理する簡易水道事業について
は、合併と同時に地方公営企業法を適用し、簡易水道事業会計（公営企業会計）とし
て会計方式を統一する。

3 上水道・簡易水道料金については、新市において５年間で統一する。なお、メー
ター使用料については、現行のとおり新市に引き継ぎ、新市において５年後廃止する
方向で調整する。

4  上水道・簡易水道関係手数料については、合併までに調整する。

5  上水道・簡易水道加入金については、合併までに調整する。

6  開発負担金等については、合併までに調整する。

7  工業用水道事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。

 平成1６年３月１１日提出

                  姶良中央地区合併協議会
                  会 長   鶴 丸 明 人

【修正前】
1  国分市、溝辺町及び隼人町の上水道事業は、合併と同時に統合する。また、横川
町、牧園町、霧島町、福山町及び隼人町の簡易水道事業は、地方公営企業法を適用し
た上で、簡易水道事業会計（公営企業会計）とし、新市において統合する。

2  上水道・簡易水道事業については、継続事業は現行のとおり新市に引き継ぐ。な
お、既事業計画については新市において調整する。水道事業認可については、現行の
とおり新市創設認可を受けることとし、新市において整備計画を策定する。

【修正後】
1  上水道・簡易水道事業の認可については、合併の日に事業廃止の届出をし、同時に
新市として現行のとおり創設認可を受ける。また、中・長期事業計画のうち、継続事
業は現行のとおり新市に引き継ぎ、新規事業は新市において調整する。

2  国分市、溝辺町及び隼人町の上水道事業は、合併と同時に統合する。また、横川
町、牧園町、霧島町、福山町及び隼人町がそれぞれ管理する簡易水道事業について
は、合併と同時に地方公営企業法を適用し、簡易水道事業会計（公営企業会計）とし
て会計方式を統一する。
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水道総括表

国分市 溝辺町 横川町 牧園町 霧島町 隼人町 福山町

1 上水道・簡易水道事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

 上水道・簡易水道事業の認可については、合併の日に事業廃止の届出をし、
同時に新市として現行のとおり創設認可を受ける。また、中・長期事業計画の
うち、継続事業は現行のとおり新市に引き継ぎ、新規事業は新市において調整
する。

2
公営企業法適用と会計
の一元化

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

 国分市、溝辺町及び隼人町の上水道事業は、合併と同時に統合する。また、
横川町、牧園町、霧島町、福山町及び隼人町がそれぞれ管理する簡易水道事業
については、合併と同時に地方公営企業法を適用し、簡易水道事業会計（公営
企業会計）として会計方式を統一する。

3 水道料金 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
 上水道・簡易水道料金については、新市において５年間で統一する。なお、
メーター使用料については、現行のとおり新市に引き継ぎ、新市において５年
後廃止する方向で調整する。

4 水道関係手数料 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  上水道・簡易水道関係手数料については、合併までに調整する。

5 水道加入金 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  上水道・簡易水道加入金については、合併までに調整する。

6 開発負担金等 ○ ○ ○ ○ ○ ○  開発負担金等については、合併までに調整する。

7 工業用水道事業 ○  工業用水道事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。

姶良中央地区合併協議会 調整内容

協 議 項 目 上・下水道事業 関係項目

項目
事業実施市町

調整の内容 備考
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姶良中央地区合併協議会の調整内容                         参考資料 

協 議 事 項 ２５－１９ 水道関係事業 関 係 項 目 １．上水道・簡易水道事業 

調整の内容 
１ 上水道・簡易水道事業の認可については、合併の日に事業廃止の届出をし、同時に新市として現行のとおり創設認可を受ける。また、

中・長期事業計画のうち、継続事業は現行のとおり新市に引き継ぎ、新規事業は新市において調整する。 

 

各市町の現況 

国分市 溝辺町 横川町 牧園町 

事業計画（単位；千円） 

○ 配水管敷設替等       1,020,000 

○ 重久水系更新         335,000 

○ 台明寺浄水場設備更新     600,000 

○ 敷根水系更新         50,000 

 

 

 

 

                     

   合計           2,005,000 

事業計画（単位；千円） 

○ 配水管布設及び更新      157,000 

○ 第２水源池ポンプ更新     25,000 

○ 配水管敷設替         296,500 

○ 送水管敷設替         10,000 

 

 

 

 

                     

   合計            488,500 

事業計画（単位；千円） 

○ 山ヶ野地区簡水整備事業    150,000 

○ 野坂・横伏地区 〃      200,000 

○ 高木地区飲料水供給施設整備  45,000 

○ 中央地区送水管種改良     30,000 

○ 中央地区配水管種改良     25,000 

○ 東部地区水量拡張事業     15,000 

○ 丸岡地区水量拡張事業     35,000 

○ ＧＩＳ整備事業        20,000 

                     

   合計            520,000 

事業計画（単位；千円） 

○ 中央監視システム整備     30,000 

○ ＧＩＳ整備事業        25,000 

○ 三体配水池改修事業      20,000 

○ 飲用水供給施設整備事業    10,000 

○ 麓地区簡易水道整備事業     7,000 

○ 雑用水施設整備事業      30,000 

○ 寺原地区簡易水道整備事業   40,000 

○ 高千穂地区簡易水道整備    70,000 

○ 麓地区簡易水道整備      30,000 

   合計            262,000 
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各市町の現況 

国分市 溝辺町 横川町 牧園町 

上水道事業 

○基本計画 

 給水人口           62,000人 

 給水区域面積          33.4k㎡ 

 一人一日最大給水量      545  

 一日最大給水量        33,800  

○実績 

 一人一日最大給水量      485  

一日最大給水量        24,178  

 

簡易水道事業 

 春山簡易水道事業 

  計画給水人口          200人 

  現在給水人口          118人 

 木原簡易水道事業 

  計画給水人口          830人 

  現在給水人口          303人 

上水道事業 

○基本計画 

 給水人口          10,500人 

 給水区域面積         36.75  

 一人一日最大給水量      536  

 一日最大給水量        5,630  

○実績 

 一人一日最大給水量       648  

一日最大給水量          4,500  

 

簡易水道事業 

 該当なし 

上水道事業 

 該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

簡易水道事業 

 中央地区 

  計画給水人口         3,510人 

  現在給水人口         3,464人 

 東部地区 

  計画給水人口          700人 

  現在給水人口          577人 

 西部地区 

  計画給水人口          340人 

  現在給水人口          303人 

 

営農飲雑用水 

 柿木地区 

  計画給水人口           370人 

  現在給水人口           358人 

 南部地区 

  計画給水人口          230人 

  現在給水人口          160人 

 上ノ地区 

  計画給水人口          230人 

  現在給水人口          249人 

 

上水道事業 

 該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

簡易水道事業 

 麓地区 

  計画給水人口         4,360人 

  現在給水人口         2,483人 

 高千穂地区 

  計画給水人口         3,250人 

  現在給水人口         3,634人 

 中津川地区 

  計画給水人口         1,500人 

  現在給水人口           985人 

 万膳地区 

  計画給水人口         1,000人 

  現在給水人口           699人 

 三体浅谷地区 

  計画給水人口         1,310人 

  現在給水人口          572人 

 寺原地区 

  計画給水人口          819人 

  現在給水人口          334人 

 宇都口地区 

  計画給水人口           230人 

  現在給水人口           84人 

 妙見安楽地区 

  計画給水人口          250人 

  現在給水人口          202人 
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協 議 事 項 ２５－１９ 水道関係事業 関 係 項 目 １．上水道・簡易水道事業 

調整の内容 
１ 上水道・簡易水道事業の認可については、合併の日に事業廃止の届出をし、同時に新市として現行のとおり創設認可を受ける。また、

中・長期事業計画のうち、継続事業は現行のとおり新市に引き継ぎ、新規事業は新市において調整する。 

 

各市町の現況 

霧島町 隼人町 福山町 調整の具体的内容 

事業計画（単位；千円） 

○ 配水管布設及び更新      100,000 

○ 武床地区改修         20,000 

○ 千滝水源送水管敷設替     60,000 

○ 水道施設ポンプ改修      20,000 

○ テレメータ施設修理改良    15,000 

 

 

 

                     

   合計            215,000 

事業計画（単位；千円） 

○ 配水管敷設替         750,000 

○ 配水管新設          750,000 

○ 隼人ガーデンシティ事業    430,000 

○ 浜之市都市計画事業      224,900 

○ 第９次拡張事業        371,000 

○ 配水池築造・改修       921,590 

○ 送水管敷設替         230,000 

○ 大津浄水場改修        873,000 

○ 第１０次拡張事業       430,000 

   合計           4,980,490 

事業計画（単位；千円） 

○ 福山小河原水源確保事業    10,000 

○ 水道台帳整備         25,000 

○ 集中監視設備整備        6,000 

○ 浄水設備整備（補助）     180,000 

○ 浄水設備整備（単独）      80,000 

○ 給水地区拡張事業       33,000 

○ 福山地区配水管改修      50,000 

○ 川路原地区施設改修      30,000 

○ 牧之原地区水道本管改修    15,000 

   合計            429,000 

 上水道・簡易水道事業の認可については、

合併の日に事業廃止の届出をし、同時に新市

として現行のとおり創設認可を受ける。また、

中・長期事業計画のうち、継続事業は現行の

とおり新市に引き継ぎ、新規事業は新市にお

いて調整する。 
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各市町の現況 

霧島町 隼人町 福山町 調整の具体的内容 

上水道事業 

 該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

簡易水道事業 

 ２地区 

  計画給水人口         5,380人 

  現在給水人口         5,112人 

 

上水道事業 

○基本計画 

 給水人口           42,960人 

 給水区域面積         36.64  

 一人一日最大給水量      543  

 一日最大給水量        24,500  

○実績 

 一人一日最大給水量      442  

一日最大給水量        16,068  

 

簡易水道事業 

 １地区 

  計画給水人口          400人 

  現在給水人口          332人 

上水道事業 

 該当なし 

 

 

簡易水道事業 

 福山地区 

  計画給水人口         2,000人 

  現在給水人口         1,568人 

 牧之原地区 

  計画給水人口         4,200人 

  現在給水人口         3,348人 

 比曽木野地区 

  計画給水人口           140人 

  現在給水人口            52人 

 牧野地区 

  計画給水人口          240人 

  現在給水人口          221人 

 新原地区 

  計画給水人口          400人 

  現在給水人口          174人 

 川路原地区 

  計画給水人口           400人 

  現在給水人口          178人 

 池之谷地区 

  計画給水人口          295人 

  現在給水人口          256人 

飲料水供給施設 

 福沢地区 

  現在給水人口          13人 
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長期計画調査票(集計)
（単位：千円）

事業名 新規・継続 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 合計

1 配水管敷設替等 従前 ～ H26 継続 120,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 1,020,000

2 重久水系更新 従前 ～ H20 継続 35,000 100,000 100,000 100,000 335,000

3 台明寺浄水場設備更新 H18 ～ H21 新規 150,000 150,000 150,000 150,000 600,000

4 敷根水系更新 H22 ～ H22 新規 50,000 50,000

2,005,000

1 配水管布設及び更新 従前 ～ H26 継続 16,000 16,000 20,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 157,000

2 第２水源地ポンプ更新 H17 新規 25,000 25,000

3 改良工事に伴う配水管布設替え 従前 ～ H26 継続 20,000 41,000 27,000 24,000 18,750 18,750 18,750 18,750 18,750 18,750 224,500

4 都市計画事業による配水管布設 従前 ～ H19 継続 24,000 24,000 24,000 72,000

5 送水管布設替え３００ｍ H18 新規 10,000 10,000

488,500

1 配水管布設替 従前 ～ H26 継続 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 750,000

2 新設配水管布設 H17 ～ H26 新規 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 750,000

3 隼人ガーデンシティ事業 H17 ～ H18 新規 160,000 270,000 430,000

4 浜之市都市計画事業 H17 ～ 新規 17,000 23,100 23,100 23,100 23,100 23,100 23,100 23,100 23,100 23,100 224,900

5 第9次拡張事業 H15 ～ H18 継続 210,000 161,000 371,000

6 配水池築造及び改修 H17 ～ H23 新規 15,000 190,000 200,000 203,240 86,350 127,000 100,000 921,590

7 送水管布設替 H17 ～ H18 新規 115,000 115,000 230,000

8 大津浄水場改修 H16 ～ H24 継続 63,000 100,000 80,000 80,000 100,000 150,000 150,000 150,000 873,000

9 第10次拡張事業 H24 ～ H27 新規 30,000 200,000 200,000 430,000

4,980,490

1 中央監視システム整備事業 H17 ～ H17 新規 30,000 30,000

2 水道ＧＩＳ整備事業 H17 ～ H17 新規 25,000 25,000

3 三体配水池改修工事 H17 ～ H17 新規 20,000 20,000

4 飲料水供給施設整備事業 H18 ～ H18 新規 10,000 10,000

5 簡易水道整備事業（麓地区） H18 ～ H18 新規 7,000 7,000

6 雑用水施設整備事業 H19 ～ H19 新規 30,000 30,000

7 簡易水道整備事業（寺原地区） H19 ～ H19 新規 40,000 40,000

8 高千穂地区簡易水道整備事業 H20 ～ H20 新規 70,000 70,000

9 麓地区簡易水道整備事業 H26 ～ H26 新規 30,000 30,000

実施年度

国分市

隼人町

隼人町計牧園町

国分市計溝辺町

溝辺町計
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長期計画調査票(集計)
（単位：千円）

事業名 新規・継続 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 合計実施年度

262,000

1 福山小河原水源確保事業 H17 ～ H17 新規 10,000 10,000

2 水道台帳整備事業 H17 ～ H19 新規 5,000 10,000 10,000 25,000

3 集中監視設備整備事業 H17 ～ H17 新規 6,000 6,000

4 浄水設備整備事業（補助） H18 ～ H20 新規 80,000 50,000 50,000 180,000

5 浄水設備整備事業（単独） H21 ～ H21 新規 80,000 80,000

6 給水区域拡張事業 H18 ～ H21 新規 10,000 9,000 7,000 7,000 33,000

7 福山地区配水管改修事業 H22 ～ H23 新規 20,000 30,000 50,000

8 川路原地区施設改修事業 H24 ～ H24 新規 30,000 30,000

9 牧之原地区水道本管改修事業 H24 ～ H26 新規 5,000 5,000 5,000 15,000

429,000

1 配水管布設及び更新 H17 ～ H26 新規 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 100,000

2 武床地区改修工事 H18 ～ H18 新規 20,000 20,000

3 千滝水源送水管布設替 H19 ～ H23 新規 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 60,000

4 水道施設ポンプ改修工事 H18 ～ H26 新規 10,000 10,000 20,000

5 テレメーター施設修理改良 H18 ～ H20 新規 5,000 5,000 5,000 15,000

215,000

1 簡水整備事業（山ヶ野地区） H18 ～ H19 新規 70,000 80,000 150,000

2 簡水整備事業（野坂・横伏敷地区） H22 ～ H24 新規 50,000 90,000 60,000 200,000

3 飲料水供給施設整備事業（高木地区） H25 ～ 新規 45,000 45,000

4 送水管種改良（中央地区） H24 ～ 新規 30,000 30,000

5 配水管種改良（中央地区） H26 ～ 新規 25,000 25,000

6 水量拡張（東部地区） H18 ～ 新規 15,000 15,000

7 水量拡張（丸岡地区） H17 ～ 新規 35,000 35,000

8 ＧＩＳ整備 H17 ～ H21 新規 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 20,000

520,000

1,065,000 1,661,100 1,072,100 951,340 704,200 773,850 746,850 671,850 616,850 636,850 8,899,990合計

牧園町計福山町

福山町計霧島町

霧島町計横川町

横川町計
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姶良中央地区合併協議会の調整内容                         参考資料 

協 議 事 項 ２５－１９ 水道関係事業 関 係 項 目 ２．公営企業法適用と会計の一元化 

調整の内容 
２ 国分市、溝辺町及び隼人町の上水道事業は、合併と同時に統合する。また、横川町、牧園町、霧島町、福山町及び隼人町がそれぞれ管

理する簡易水道事業については、合併と同時に地方公営企業法を適用し、簡易水道事業会計（公営企業会計）として会計方式を統一する。 

 

各市町の現況 

国分市 溝辺町 横川町 牧園町 

水道の種類 

上水道   

簡易水道  

 

会計の種類 

水道事業会計  

公営企業会計 

水道の種類 

上水道   

 

 

会計の種類 

水道事業会計 

公営企業会計 

水道の種類 

 

簡易水道  

 

会計の種類 

簡易水道 

特別会計 

水道の種類 

 

簡易水道  

 

会計の種類 

簡易水道 

特別会計 

- 11 -



 

協 議 事 項 ２５－１９ 水道関係事業 関 係 項 目 ２．公営企業法適用と会計の一元化 

調整の内容 
２ 国分市、溝辺町及び隼人町の上水道事業は、合併と同時に統合する。また、横川町、牧園町、霧島町、福山町及び隼人町がそれぞれ管

理する簡易水道事業については、合併と同時に地方公営企業法を適用し、簡易水道事業会計（公営企業会計）として会計方式を統一する。 

 

各市町の現況 

霧島町 隼人町 福山町 調整の具体的内容 

水道の種類 

 

簡易水道  

 

会計の種類 

簡易水道 

特別会計 

水道の種類 

上水道   

簡易水道  

 

会計の種類 

水道事業会計  

公営企業会計・特別会計 

 

水道の種類 

 

簡易水道  

 

会計の種類 

簡易水道 

特別会計 

 

国分市、溝辺町及び隼人町の上水道事業は、

合併と同時に統合する。また、横川町、牧園

町、霧島町、福山町及び隼人町がそれぞれ管

理する簡易水道事業については、合併と同時

に地方公営企業法を適用し、簡易水道事業会

計（公営企業会計）として会計方式を統一す

る。 

 

- 12 -



姶良中央地区合併協議会の調整内容                         参考資料 

協 議 事 項 ２５－１９ 水道関係事業 関 係 項 目 ３．水道料金 

調整の内容 
３ 上水道・簡易水道料金については、新市において５年間で統一する。なお、メーター使用料については、現行のとおりとし、新市にお

いて５年後廃止する方向で調整する。 

 

各市町の現況 

国分市 溝辺町 横川町 牧園町 

【水道料金】 

基本料金      ㎜        円 

       φ１３       ３８０ 

       φ２０       ７５０ 

       φ２５     １，４１０ 

       φ３０     （規定なし） 

       φ４０     ３，４４０ 

       φ５０     ５，３１０ 

       φ７５    １２，０４０ 

      φ１００    １７，０４０ 

      φ１５０    ３４，０６０ 

      φ２００     （規定なし） 

 

従量料金 

      １～１５        ９０ 

     １６ ～        １００ 

 

以上消費税含む 

【水道料金】 

専用給水装置 

基本料金（５ 含む） ㎜        円 

一般     φ１３       ６００ 

       φ２０       ８００ 

       φ２５       ９００ 

       φ３０     （規定なし） 

       φ４０     ３，０００ 

       φ５０     ５，５００ 

       φ７５    １１，７００ 

      φ１００    １８，８００ 

      φ１５０     （規定なし） 

      φ２００    ５０，３００ 

 

従量料金（φ１３、φ２０、φ２５） 

      ６～２０        ８０ 

     ２１～３０        ９５ 

     ３１ ～        １０５ 

 

従量料金（φ40，φ50，φ75，φ100，φ200） 

      １～３０       １１０ 

     ３１ ～        １２０ 

 

以上消費税含まず 

【水道料金】 

基本料金      ㎜        円 

       φ１３       ５１５ 

       φ２０       ５１５ 

       φ２５       ７２０ 

       φ３０     １，０３０ 

       φ４０     １，５４５ 

       φ５０     ３，０９０ 

       φ７５     （規定なし） 

      φ１００     （規定なし） 

      φ１５０     （規定なし） 

      φ２００     （規定なし） 

 

従量料金 

      １～２０        ８５ 

     ２１～５０        ９５ 

     ５１ ～        １０５ 

 

以上消費税含む 

【水道料金】 

基本料金（口径別料金設定なし）    円 

                 ５００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従量料金 

      １～ ５        ４５ 

      ６～１０        ６０ 

     １１～２０        ７５ 

     ２１ ～         ９０ 

 

以上消費税含まず 
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各市町の現況 

国分市 溝辺町 横川町 牧園町 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【メーター使用料】 

 徴収せず 

特別用 

基本料金 一般に同じ 

従量料金  １ ～        １４０

共用給水装置 

一般  

基本料金 

専用給水装置の一般に同じ 

従量料金（φ１３､φ２０､φ２５） 

      ６m3～         ６０ 

 

従量料金（φ40，φ50，φ75，φ100，φ200） 

                  ６０ 

 

私設消火栓演習 

 １回５分以内        １，０００ 

 

以上消費税含まない 

 

【メーター使用料】 

 徴収せず 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【メーター使用料】 

 徴収せず 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【メーター使用料】 

 徴収せず 
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協 議 事 項 ２５－１９ 水道関係事業 関 係 項 目 ３．水道料金 

調整の内容 
３ 上水道・簡易水道料金については、新市において５年間で統一する。なお、メーター使用料については、現行のとおりとし、新市にお

いて５年後廃止する方向で調整する。 

 

各市町の現況 

霧島町 隼人町 福山町 調整の具体的内容 

【水道料金】 

基本料金（口径別料金設定なし､１０ 含む） 

                   円 

一般用            １，１１０ 

特別用（工事用）       １，６５０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従量料金 

     １１ ～        １００ 

 

以上消費税含まず 

【水道料金】 

基本料金 一般用  ㎜        円 

       φ１３       ５９０ 

       φ２０       ９３０ 

       φ２５     １，４００ 

       φ３０     （規定なし） 

       φ４０     ３，５９０ 

       φ５０     ６，６４０ 

       φ７５    １７，１４０ 

      φ１００    ３２，０２０ 

      φ１５０    ９１，３５０ 

      φ２００     （規定なし） 

     特別用 

       φ１３       ４８０ 

       それ以外   一般用に同じ 

     共用       一般用に同じ 

 

従量料金 一般用（φ１３、φ２０） 

      １～１０        ９０ 

     １１～２０       １３０ 

     ２１～３０       １４０ 

     ３１～５０       １５０ 

     ５１ ～        １６０ 

 

以上消費税含む 

【水道料金】 

基本料金（５ 含む） ㎜       円 

       φ１３       ６００ 

       φ２０       ９２０ 

       φ２５     １，２４０ 

       φ３０     １，６３０ 

       φ４０     ２，６００ 

       φ５０     ３，８００ 

       φ７５     （規定なし） 

      φ１００     （規定なし） 

      φ１５０     （規定なし） 

      φ２００     （規定なし） 

 

 

 

 

 

従量料金 

      ６ ～         ９０ 

 

以上消費税含まず 

 上水道・簡易水道料金については、新市に

おいて５年間で統一する。なお、メーター使

用料については、現行のとおりとし、新市に

おいて５年後廃止する方向で調整する。 
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各市町の現況 

霧島町 隼人町 福山町 調整の具体的内容 

【メーター使用料】 

          ㎜        円 

       φ１３        ５０ 

       φ２０       １００ 

       φ２５       １２０ 

       φ３０       １６０ 

       φ４０       ２００ 

       φ５０       ８８０ 

       φ７５     １，０８０ 

      φ１００     １，４７０ 

【メーター使用料】 

 徴収せず 

【メーター使用料】 

 徴収せず 
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料金試算での比較
単位：円

国分市 溝辺町 横川町 牧園町 霧島町 隼人町 福山町 最高 最低 平均

基 本 料 金 380 630 515 500 1,100 590 600 1,100 380 616

従量（超過）
料 金 2,850 2,257 2,650 2,175 2,000 3,600 2,250 3,600 2,000 2,540

メ ー タ ー
使 用 料 50

合計（消費税
込 み ） 3,230 2,887 3,165 2,810 3,310 4,190 2,990 4,190 2,810 3,226

△ 4 339 61 416 △ 84 △ 964 236 1,380

基 本 料 金 380 630 515 500 1,100 590 600 1,100 380 616

従量（超過）
料 金 1,850 1,260 1,700 1,275 1,000 2,200 1,350 2,200 1,000 1,519

メ ー タ ー
使 用 料 50

合計（消費税
込 み ） 2,230 1,890 2,215 1,865 2,260 2,790 2,040 2,790 1,865 2,184

△ 46 294 △ 31 319 △ 76 △ 606 144 925

口径；φ１３mm

（最高－最低）

（最高－最低）

一般家庭で月
３０ 使用した

とき

一般家庭で月
２０ 使用した

とき

平均値との差
（平均－合計）

平均値との差
（平均－合計）
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姶良中央地区合併協議会の調整内容                         参考資料 

協 議 事 項 ２５－１９ 水道関係事業 関 係 項 目 ４．水道関係手数料 

調整の内容 ４ 上水道・簡易水道関係手数料については、合併までに調整する。 

 

各市町の現況 

国分市 溝辺町 横川町 牧園町 

事業者指定手数料 

 30,000円 

設計審査手数料 

 ①設計代行手数料  設計額の５％ 

 ②設計審査手数料  ８００円／栓 

完成検査手数料 

 ８００円／栓 

 

消火栓消防講習への立会い 

 規定なし 

給水開始・停止手数料 

 規定なし 

各種証明手数料 

 規定なし 

道路占用申請代行手数料 

 規定なし 

督促手数料 

 規定なし 

減免規定 

 市長が認める場合 

分納・延納 

 規定なし 

事業者指定手数料 

 50,000円 

設計審査手数料 

 ①設計代行手数料  規定なし 

 ②設計審査手数料  3,000円／件 

完成検査手数料 

 工事費 ５％ 

 

消火栓消防講習への立会い 

 １，０００円 

給水開始・停止手数料 

 規定なし 

各種証明手数料 

 規定なし 

道路占用申請代行手数料 

 １，０００円 

督促手数料 

 規定なし 

減免規定 

 町長が認める場合 

分納・延納 

 規定なし 

事業者指定手数料 

 50,000円 

設計審査手数料 

 ①設計代行手数料  規定なし 

 ②設計審査手数料  2,000円／５栓まで 

        その後  500円／栓 

完成検査手数料 

 １，０００円／回 

消火栓消防講習への立会い 

 ２００円 

給水開始・停止手数料 

 ２００円 

各種証明手数料 

 １００円 

道路占用申請代行手数料 

 １，０００円 

督促手数料 

 １００円／通 

減免規定 

 町長が認める場合 

分納・延納 

 規定なし 

事業者指定手数料 

 50,000円 

設計審査手数料 

 ①設計代行手数料  規定なし 

 ②設計審査手数料  2,000円／５栓まで 

        その後  500円／栓 

完成検査手数料 

 １，０００円／件 

消火栓消防講習への立会い 

 規定なし 

給水開始・停止手数料 

 規定なし 

各種証明手数料 

 ２００円 

道路占用申請代行手数料 

 １，０００円 

督促手数料 

 規定なし 

減免規定 

 町長が認める場合 

分納・延納 

 規定なし 
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協 議 事 項 ２５－１９ 水道関係事業 関 係 項 目 ４．水道関係手数料 

調整の内容 ４ 水道・簡易水道関係手数料については、合併までに調整する。 

 

各市町の現況 

霧島町 隼人町 福山町 調整の具体的内容 

事業者指定手数料 

 30,000円 

設計審査手数料 

 ①設計代行手数料  規定なし 

 ②設計審査手数料  ２，０００円／件 

 

完成検査手数料 

 １，０００円／件 

消火栓消防講習への立会い 

 規定なし 

給水開始・停止手数料 

 規定なし 

各種証明手数料 

 ２００円 

道路占用申請代行手数料 

 規定なし 

督促手数料 

 １００円／通 

減免規定 

 町長が認める場合 

分納・延納 

 町長が認める場合 

事業者指定手数料 

 30,000円 

設計審査手数料 

 ①設計代行手数料  設計額の５％ 

 ②設計審査手数料  ８００円／栓 

 

完成検査手数料 

 ８００円／栓 

消火栓消防講習への立会い 

 規定なし 

給水開始・停止手数料 

 規定なし 

各種証明手数料 

 ２００円 

道路占用申請代行手数料 

 規定なし 

督促手数料 

 １００円／通 

減免規定 

 町長が認める場合 

分納・延納 

 規定なし 

事業者指定手数料 

 50,000円 

設計審査手数料 

 ①設計代行手数料  規定なし 

 ②設計審査手数料  2,000円／５栓まで 

        その後  500円／栓 

完成検査手数料 

 １，０００円／件 

消火栓消防講習への立会い 

 規定なし 

給水開始・停止手数料 

 規定なし 

各種証明手数料 

 ２００円 

道路占用申請代行手数料 

 １，０００円 

督促手数料 

 規定なし 

減免規定 

 町長が認める場合 

分納・延納 

 規定なし 

 水道・簡易水道関係手数料については、合

併までに調整する。 

 

- 19 -



姶良中央地区合併協議会の調整内容                         参考資料 

協 議 事 項 ２５－１９ 水道関係事業 関 係 項 目 ５．水道加入金 

調整の内容 ５ 上水道・簡易水道加入金については、合併までに調整する。 

 

各市町の現況 

国分市 溝辺町 横川町 牧園町 

加入金       ㎜        円 

       φ１３    ２７，０００ 

       φ２０    ５３，０００ 

       φ２５    ８９，０００ 

       φ３０     （規定なし） 

       φ４０   ２３０，０００ 

       φ５０   ３５６，０００ 

       φ７５   ８１０，０００ 

      φ１００ １，１４２，０００ 

      φ１５０ ２，２８０，０００ 

      φ２００     （規定なし） 

 

加入金       ㎜        円 

       φ１３    ２１，０００ 

       φ２０    ３１，５００ 

       φ２５    ４２，０００ 

       φ３０     （規定なし） 

       φ４０    ７３，５００ 

       φ５０   １２６，０００ 

       φ７５   ２１０，０００ 

      φ１００   ５２５，０００ 

      φ１５０ 管理者が別に定める 

      φ２００ 管理者が別に定める 

 

メーター器使用料  ㎜        円 

       φ１３     ６，２００ 

       φ２０     ８，２００ 

       φ２５    １０，３００ 

       φ３０    ２０，６００ 

       φ４０    ２５，７５０ 

       φ５０   １０３，０００ 

       φ７５     （規定なし） 

      φ１００     （規定なし） 

      φ１５０     （規定なし） 

      φ２００     （規定なし） 

 

※例規上は「メーター器使用料」と規定して

いるが、新規加入時一回のみ徴収という性格

上、加入金と同一であると判断できる。 

加入金       ㎜        円 

       φ１３    ２０，０００ 

       φ２０    ３３，０００ 

       φ２５    ３５，０００ 

       φ３０    ４５，０００ 

       φ４０    ６０，０００ 

       φ５０   ５７０，０００ 

       φ７５   ６５０，０００ 

      φ１００     （規定なし） 

      φ１５０     （規定なし） 

      φ２００     （規定なし） 
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協 議 事 項 ２５－１９ 水道関係事業 関 係 項 目 ５．水道加入金 

調整の内容 ５ 上水道・簡易水道加入金については、合併までに調整する。 

 

各市町の現況 

霧島町 隼人町 福山町 調整の具体的内容 

加入金       ㎜        円 

       φ１３    ４０，７７０ 

       φ２０   １０１，９３０ 

       φ２５   １５２，９１０ 

       φ３０   ２０３，８７０ 

       φ４０   ４０７，７５０ 

       φ５０   ５０９，７００ 

       φ７５   ７６４，５５０ 

      φ１００     （規定なし） 

      φ１５０     （規定なし） 

      φ２００     （規定なし） 

 

加入金       ㎜        円 

       φ１３    ３０，０００ 

       φ２０    ６０，０００ 

       φ２５   １１２，０００ 

       φ３０     （規定なし） 

       φ４０   ３４０，０００ 

       φ５０   ６６０，０００ 

       φ７５ １，９２０，０００ 

      φ１００ ３，８００，０００ 

      φ１５０ 11，２００，０００ 

      φ２００     （規定なし） 

 

加入金       ㎜        円 

       φ１３    １５，０００ 

       φ２０    ３５，０００ 

       φ２５    ５５，０００ 

       φ３０     （規定なし） 

       φ４０   １４２，０００ 

       φ５０   ２２２，０００ 

       φ７５     （規定なし） 

      φ１００     （規定なし） 

      φ１５０     （規定なし） 

      φ２００     （規定なし） 

 

上水道・簡易水道加入金については、合併

までに調整する。 
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【参考】新たに水道をひくまで（国分市の場合） 

 施主            施工業者            行政 

設計・施工依頼 

給水申請作成・提出 

設計設計審査 

承認書に基づき施工 

完成届・精算図面提出 

承認書交付・ﾒｰﾀｰ払出 

完成検査 

加入金請求 

加入金支払・ﾒｰﾀｰ受取 

設計審査・完成検査手数料請求 

設計審査・完成検査手数料支払

随

時

打

ち

合

わ

せ 

工事代金請求・物件引渡 

工事代金支払・物件引受 
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姶良中央地区合併協議会の調整内容                         参考資料 

協 議 事 項 ２５－１９ 水道関係事業 関 係 項 目 ６ 開発負担金等 

調整の内容 ６ 開発負担金等については、合併までに調整する。 

 

各市町の現況 

国分市 溝辺町 横川町 牧園町 

【協議対象】 

１日最大給水使用量10 以上又は、５区画或

いは1,000㎡以上 

【負担金】 

なし 

【協議件数等】 

年間２５件程度 

【負担金の算定】 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

【配水管本管の材料支給の考え方】 

指導後の材料費と人件費の差額分を支給。 

業者責任施工 

【協議対象】 

５戸以上或いは５区画以上又は、300㎡以上 

 

【負担金】 

あり 

【協議件数等】 

年間５～６件程度、100万円程度 

【負担金の算定】 

①１日最大給水量１  5,000千円 

②配水管工事に対するもの ５％ 

③配水池及びポンプ設備工事に対するもの。 

 1,000万円以下の場合  ５％ 

2,000万円以下の場合  ４％ 

3,000万円以下の場合  ３％ 

4,000万円以下の場合  2.5％ 

④給水管工事に対するもの ５％ 

【配水管本管の材料支給の考え方】 

町支給の材料もしくは、町指定材料（材料検

収あり） 

敷設時には職員立ち会い並びに写真管理 

【協議対象】 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【配水管本管の材料支給の考え方】 

該当なし 

【協議対象】 

建築確認申請時に規模の大きいものや、施設

譲渡が発生するもの。 

【負担金】 

なし 

【協議件数等】 

年間１～２件程度 

【負担金の算定】 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

【配水管本管の材料支給の考え方】 

原則として、申請者（起業者）負担。 

維持管理上、他の給水管と一本化し配水管と

して町が管理することが好ましい場合に限

り、支給することがある。 
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協 議 事 項 ２５－１９ 水道関係事業 関 係 項 目 ６ 開発負担金等 

調整の内容 ６ 開発負担金等については、合併までに調整する。 

 

各市町の現況 

霧島町 隼人町 福山町 調整の具体的内容 

【協議対象】 

２戸（２区画）以上の宅地開発 

 

 

【負担金】 

なし 

【協議件数等】 

年間１件程度 

【負担金の算定】 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

【配水管本管の材料支給の考え方】 

公道本管のみ材料支給 

工事は指定業者の責任施工 

私有地は開発業者負担 

【協議対象】 

１日最大給水使用量 10  以上、常圧地区５区

画以上又は、高圧地区３区画以上或いは 825

㎡以上 

【負担金】 

あり 

【協議件数等】 

年間５～６件程度、20～30万円程度 

【負担金の算定】 

①１日最大給水量 １万円 

②工事費の 10％ 

③工事費の 10％（給水管引受の場合） 

 

 

 

 

 

【配水管本管の材料支給の考え方】 

町支給の材料もしくは、町指定材料（材料検

収あり） 

敷設時には職員立ち会い並びに写真管理 

【協議対象】 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【配水管本管の材料支給の考え方】 

開発に伴う水道工事は、原則として開発者の

負担で行う。ただし、既設本管の増口径が発

生する場合は、開発者との負担協議が必要。 

開発負担金については、合併までに調整する。 
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姶良中央地区合併協議会の調整内容                         参考資料 

協 議 事 項 ２５－１９ 水道関係事業 関 係 項 目 ７．工業用水道事業 

調整の内容 ７ 工業用水道事業については，現行どおり新市に引き継ぐ。 

 

各市町の現況 

国分市 溝辺町 横川町 牧園町 

工業用水道事業 

 １事業 

 地方公営企業法全部適用 

  

 平成１４年度実績 

 契約件数        14件 

 合計使用水量    75,085t 

 合計請求金額  3,788,550円 

工業用水道事業 

 なし 

 

工業用水道事業 

 なし 

 

工業用水道事業 

 なし 
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協 議 事 項 ２５－１９ 水道関係事業 関 係 項 目 ７．工業用水道事業 

調整の内容 ７ 工業用水道事業については，現行どおり新市に引き継ぐ。 

 

各市町の現況 

霧島町 隼人町 福山町 調整の具体的内容 

工業用水道事業 

 なし 

 

工業用水道事業 

 なし 

 

工業用水道事業 

 なし 

 

 工業用水道事業については，現行どおり新

市に引き継ぐ。 
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＜水道法抜粋＞ 

第１章 総 則 

（用語の定義） 

第３条 この法律において「水道」とは、導管及びその他の工作物により、水を人の飲用に適す

る水として供給する施設の総体をいう。ただし、臨時に施設されたものを除く。 

２ この法律において「水道事業」とは、一般の需要に応じて、水道により水を供給する事業を

いう。ただし、給水人口が100 人以下である水道によるものを除く。 

３ この法律において「簡易水道事業」とは、給水人口が５千人以下である水道により、水を供

給する水道事業をいう。 

４ この法律において「水道用水供給事業」とは、水道により、水道事業者に対してその用水を

供給する事業をいう。ただし、水道事業者又は専用水道の設置者が他の水道事業者に分水する

場合を除く。 

５ この法律において「水道事業者」とは、第６条第１項の規定による認可を受けて水道事業を

経営する者をいい、「水道用水供給事業者」とは、第26条の規定による認可を受けて水道用水

供給事業を経営する者をいう。 

６ この法律において「専用水道」とは、寄宿舎、社宅、療養所等における自家用の水道その他

水道事業の用に供する水道以外の水道であつて、次の各号のいずれかに該当するものをいう。

ただし、他の水道かち供給を受ける水のみを水源とし、かつ、その水道施設のうち地中又は地

表に施設されている部分の規模が政令で定める基準以下である水道を除く。 

  100人を超える者にその居住に必要な水を供給するもの 

  その水道施設の１日最大給水量（１日に給水することができる最大の水量をいう。以下同

じ。）が政令で定める基準を超えるもの 

７ この法律において「簡易専用水道」とは、水道事業の用に供する水道及び専用水道以外の水

道であつて、水道事業の用に供する水道かち供給を受ける水のみを水源とするものをいう。た

だし、その用に供する施設の規模が政令で定める基準以下のものを除く。 

８ この法律において「水道施設」とは、水道のための取水施設、貯水施設、導水施設、浄水施

設、送水施設及び配水施設（専用水道にあつては、給水の施設を含むものとし、建築物に設け

られたものを除く。以下同じ。）であつて、当該水道事業者、水道用水供給事業者又は専用水

道の設置者の管理に属するものをいう。 

第２章 水道事業 

（事業の認可及び経営主体） 

第６条 水道事業を経営しようとする者は、厚生労働大臣の認可を受けなければならない。 

２ 水道事業は、原則として市町村が経営するものとし、市町村以外の者は、給水しようとする

区域をその区域に含む市町村の同意を得た場合に限り、水道事業を経営することができるもの

とする。 

第４章の２ 簡易専用水道 

第34 条の２ 簡易専用水道の設置者は、厚生労働省令で定める基準に従い、その水道を管理し

なければならない。 

２ 簡易専用水道の設置者は、当該簡易専用水道の管理について、厚生労働省令の定めるところ

により、定期に、地方公共団体の機関又は厚生労働大臣の指定する者の検査を受けなければな

らない。 
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＜参考資料＞ 

水道事業は、『水道法』でいう、「水道が国民の日常生活に直結し、その健康を守るために

欠くことのできないもの」との考え方のもと、施設等を適正かつ合理的に整備し管理することに

より、「清浄にして豊富、低廉な水の供給を図る」ことにあります。簡易水道事業と上水道事業

の違いは、給水人口5,001人以上を対象とするのが「上水道事業」、5,000人以下を対象とするの

が「簡易水道事業」です。簡易水道事業は、国庫補助の制度があります、新設の場合は計画給水

人口が公的投資によらず現住人口の２倍を超えないこと、区域拡張の場合は給水人口が10人以上

増える（飲料水供給事業では20％）こと、水量拡張の場合は計画給水量が20％以上増えること、

がそれぞれ補助要件です。 

＜水道事業＞「水道事業」とは、一般の需要に応じて、水道により水を供給する事業をいう。

ただし、給水人口が100 人以下である水道によるものを除く。(法第３条第２項)「簡易専用水

道」とは、水道事業の用に供する水道及び専用水道以外の水道であって、水道事業の用に供する

水道から供給を受ける水のみを水源とするものをいう。 

＜水道施設＞「水道施設」とは、水道のための取水施設、貯水施設、導水施設、浄水施設、送

水施設及び配水施設（専用水道にあっては、給水の施設を含むものとし、建築物に設けられたも

のを除く。）であって、当該水道事業者、水道用水供給事業者又は専用水道の設置者の管理に属

するものをいう。(法第３条第８項) 

＜制度の趣旨＞ 

この法律は、水道の布設及び管理を適正かつ合理的ならしめるとともに、水道を計画的に整備し、

及び水道事業を保護育成することによって、清浄にして豊富低廉な水の供給を図り、もって公衆

衛生の向上と生活環境の改善とに寄与することを目的とする。 
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上・下水道事業（水道） 先進事例

川薩地区法定合併協議会（鹿児島県）

水道事業
  上水道事業・簡易水道事業については、現行のまま新市に引き継ぎ、会計については、新市に移行後３年以内を目途に、随時調整し、企業債につ
 いては、現行のまま新市に引き継ぐ。
  水道料金及び検針
 ① 上水道と簡易水道の料金については、合併後３年以内の早い時期に統一できるよう調整し、料金体系については、「口径別」とする。
 ② 検針については、合併と同時に統一し、委託料、検針人は、新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、３年を目途に随時調整する。
 ③ メーター使用料については、廃止の方向で調整することとし、業務内容は、現行のまま新市に引き継ぐ。
  加入負担金及び手数料
 ① 新規加入負担金の負担金額については、新市移行後も当分の間現行のとおりとし、３年以内を目途に随時調整する。
 ② 給水装置工事事業者指定手数料、設計審査手数料、各種証明手数料、督促手数料、については、新市移行後、新たに制度等を制定する。
 ③ 給水装置工事検査手数料は、川内市の例による。
 ④ 開栓休栓手数料、量水器機能試験手数料、消防演習手数料、工事設計手数料、メーター取り付け及び撤去手数料、無許可給水装置工事検査手数
  料については、廃止する。
  事業及び財政計画（上水・簡水）については、新市に移行後１年以内を目途に調整し、事業認可の内容､調整及び拡張・整備計画（設計計画）に
 ついては、現行のまま新市に引き継ぐ。
  船舶給水については、現行のまま新市に引き継ぐ。
  サービスセンター事務（管理）については、新市に移行後１年以内に調整する。
  水道事業運営審査会については、新市に移行後１年以内に調整する。
  工業用水については、現行のまま新市に引き継ぐ。

北松浦一市五町合併協議会（長崎県）

○上水道各施設については、現行のとおり新市に引継ぐ。
○簡易水道及び飲料水供給各施設については、現行のとおり新市に引継ぐ。
○上水道使用料については、現行のとおり新市に引継ぎ、新市において調整する。
○簡易水道及び飲料水供給施設使用料については、現行のとおり新市に引継ぎ、新市において調整する。
○工業用水道については、現行のとおり新市に引継ぐ。
○加入金については、廃止の方向で検討する。
○指定手数料は、１０，０００円とする。指定業者については、新市において切替申請を行う。ただし、切替申請に係る手数料は徴しない。
○設計審査及び工事検査手数料として工事費の４％で統一し、合併時から適用する。ただし、合併前申請分については旧市町の例による。
○施設管理については、現行のとおり新市に引継ぎ、合併後調整する。
○検針については、現行のとおり新市に引継ぐ。検針業務については合併後調整する。ただし、平成１６年度については旧市町の例による。
○納付組合については現行のとおり新市に引継ぐ。奨励金については合併までに調整する。
○水源等確保対策費については、現行のとおり新市に引継ぐ。

宇和島市・吉田町・三間町・津島町合併協議会（愛媛県）

○ 水道事業会計は合併時に統一する。
○ 水道給水区域については、現行のとおり新市に引き継ぐ。合併時に新たに事業認可を受ける。
○ 水道料金については、合併時に統一料金表を作成し、合併次年度より施行する。
○ 新規加入金については、宇和島市・津島町を例に合併時に統一する。
○ 手数料、特設配水管分担金については、宇和島市を例に合併時に統一する。
○ 検針業務については、合併時までに調整する。
○ その他の水道事務事業については、合併時までに調整する。
○ 簡易水道事業については、当面現行のとおりとする。

玉名地域１市８町合併協議会（熊本県）

１ 上水道事業の経営等について、玉名市、泰明町及び長洲長の水道事業は、水道事業会計（公営企業会計）として合併時に統合する。
 天水町、玉東町、菊水町及び南関町の簡易水道事業は、合併時に簡易水道事業会計（特別会計）として統合する。
２ 上水道料金等の取扱い
 ① 給水工事の費用負担について、配水管からメーター器までの給水工事にかかる費用は、全額受益者負担とし、維持管理については岱明町の例に
  よる。
 ② 水道料金について、水道使用料、メーター器使用料及び料金の算定等、水道料金に関することについては、現行のまま新市に引継ぎ５年をめど
  に統一する。
 ③ 加入者分担金については、現行のまま新市に引継ぎ５年をめどに統一する。
 ④ 手数料については、合併までに統一する方向で調整する。
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協議第５１号 

学校教育事業の取扱いについて(協定項目２５－２０) 

 

学校教育事業の取扱いについて、次のとおり協議を求める。 

 

１ 幼稚園、小学校、中学校、高等学校の設置及び配置は、現行のとおり新市に引き

継ぐ。 

  学校施設整備計画は、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

２ 通学区域は、当分の間現行のとおりとし、新市において速やかに「学校規模及び

通学区域等適正化審議会（仮称）」で検討する。 

３ 遠距離通学費補助は、原則として通学距離が小学生４キロ以上又は中学生６キロ

以上の児童、生徒の保護者を対象に次のとおりとする。 

  公共交通機関利用者は、定期券代等実費を全額補助する。 

  自転車利用者は、購入補助のみとする。 

  徒歩通学者は、交通機関及びスクールバスの利用が困難な児童、生徒の保護者

のみを対象とし、それぞれ補助金額等は合併までに調整する。 

４ スクールバスの運行地域等は、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

５ 奨学資金の貸与額、償還年数及び選考基準等は、合併までに調整する。 

６ 公立幼稚園保育料は、合併までに統一し、就園奨励費の減免金額及び区分は国の

基準どおりとする。 

７ 私立幼稚園就園奨励費の補助限度額及び区分は現行のとおりとし、単独事業分の

補助限度額及び区分は、合併までに調整する。 

８ 学校給食の調理施設（共同調理場、単独校）業務運営については、現行のとおり

新市に引き継ぎ、方式等は新市において随時検討する。 

９ 給食費は、当分の間現行どおりとし、新市において検討する。 

10 運営委員会は、旧市町の組織を継続し、それぞれの代表による運営委員会連絡協

議会（仮称）を組織する。 

 

平成１６年 ３月２５日 提 出 

 

姶良中央地区合併協

議会 会 長 鶴 丸 明 

人  
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プール
普通 特別 県 費 市町費 建築年次 面積(㎡) 建築年次 面積(㎡) 建築年次

国分北小 584 19 30 4 S45～H3 5,078 S46 694 S47 大規模改造を実施済
木原小 23 3 6 1 S54 886 S49 校舎他耐力度調査予定
川原小 16 3 7 2 S40 963 S52 412 S47 校舎他耐力度調査予定
国分小 590 19 1 29 4 S35～S58 4,846 S52 817 S55 校舎他耐力度調査予定
向花小 372 12 19 3 S49～S63 3,082 S52 601 S53 校舎他耐力度調査予定
上小川小 153 6 12 2 S49～H11 2,510 S51 565 S54 校舎他耐力度調査予定

国分西小 929 26 2 40 4 S51～H4 4,609 S53 768 S47
校舎他耐力度調査予定
第二国分西小建築予定

平山小 11 3 6 2 S44 832 H2 600 S46 校舎他耐力度調査予定
塚脇小 10 3 6 3 S43 693 S56 412 S62 校舎他耐力度調査予定
青葉小 799 23 1 35 4 H7～H8 6,023 H8 1,128 H8 校舎増築予定
国分南小 527 16 1 27 4 S48～H2 3,874 S50 816 S51 校舎他耐力度調査予定
溝辺小 216 7 1 16 2 S49～S61 4,046 H15 894 S52
陵南小 280 11 17 2 S41、S59 2,811 S62 905 S46、H2 校舎耐力度調査及び新増改築予定

竹子小 70 6 11 2 S53 1,939 S54 628 S45、S58
屋内運動場耐力度調査予定
新増改築事業予定

横川小 194 6 2 15 S33、S62大 2,604 S60 808 S33
プール大規模改修予定
校舎新築予定、LAN施設整備予定

安良小 73 6 1 12 S57 1,663 S59 682 S37、H12改 空調設備,LAN施設整備予定
佐々木小 39 4 8 S56 1,384 S58 680 S33、H7改 空調設備,LAN施設整備予定
牧園小 136 6 13 2 S30,H11改 2,644 S37、H11改 840 S48 プール改築予定
中津川小 49 5 9 2 S28、H3大 1,692 S52 594 S46
万膳小 47 6 10 1 S22、H1改 1,880 S54 562 S39 プール改築予定
持松小 22 3 6 1 S40、H1大 882 S55 576 S48

高千穂小 139 6 12 2 S31、H15改 2,930 S47 660 S44
新校舎、屋内運動場建築中
屋外運動場整備、プール建築予定

三体小 28 4 8 1 S33 1,216 S52 562 S47
大田小 201 7 14 2 S31、H9改 3,224 S59 768 S41 屋内運動場屋根防水等事業予定
霧島小 86 6 11 2 S43、S58改 1,673 H2改 800 S45 特別教室改築予定
永水小 46 5 9 2 S32,S43 1,289 S61 760 S45 校舎改築、プール、屋運屋根防水等
富隈小 707 22 1 34 2 S52、H5大 4,536 S46 688 S39、H5改 プール全面改築予定
宮内小 553 18 1 27 2 S48、H5大 4,154 S47、S57増 719 S35、H5改 プール全面改築予定
小野小 176 6 12 2 S34 1,875 S58 683 S52 グランド整備予定、屋内運動場改築
小浜小 27 4 8 2 S36 1,306 S59 680 S55、H7改
日当山小 812 24 1 36 2 S43 4,797 S44、S56増 758 S47 校舎及び屋内運動場全面改築予定
中福良小 38 38 6 2 S40、H5大 801 S60 680
福山小 96 6 12 2 S42～H4 1,475 S52 532 S47 屋外運動場整備中
牧之原小 369 12 1 20 2 S49～H5 3,067 S49 536 S49 校舎他耐力度調査予定

※児童数、教職員数は平成15年5月1日現在の数値とし、教職員数欄は県費職員と市町費職員（臨時職員含む）を区分した。
※校舎、屋内運動場、プールの建築年次欄の「大」は「大規模改造」を指し、「改」は左記以外の「改築等」を指す。

霧島町

隼人町

福山小

校舎

国分市

溝辺町

横川町

牧園町

屋内運動場
学校施設の状況

今後の計画等
     区分
市町名 学校名 児童数 学級数 教職員数

各市町の現況（小学校）

姶良中央地区合併協議会の調整内容
協議事項 ２５－２０ 学校教育事業 関係項目 小学校の現状

調整の内容
１．幼稚園、小学校、中学校、高等学校の設置及び配置は、現行のとおり新市に引き継ぐ。
  学校施設整備計画は、現行のとおり新市に引き継ぐ。
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プール
普通 特別 県 費 市町費 建築年次 面積(㎡) 建築年次 面積(㎡) 建築年次

国分中 611 17 1 38 5 S30～H3 7,216 S55 1,094 S59 校舎他改築実施設計予定

木原中 15 3 10 1 S33～S55 953 H元 605
国分南中 636 18 1 42 5 S43～H10 3,689 S44 911 S45 校舎他改築実施予定

舞鶴中 641 18 1 39 5 H13～H14 8,203 H13～H14 1,646 H13～H14
国分中央高 923 24 80 7 S40～H7 11,004 S41、S47増築 1,267 S49 校舎他耐力度調査予定

溝辺中 153 6 1 16 2 S44、H1大 3,275 H11 1,138 S46 グランド整備、校内LAN整備

陵南中 141 6 16 2 S56、S58 2,931 S57 898 S58
大規模改造事業予定、校内LAN整備
校舎(危険改築)他耐力度調査予定

陵南幼稚園 63 3 5 S52, H14 506
横川町 横川中 173 6 1 16 S47、H6大 3,740 S38 860 S33 プール大規模改修、体育部室新築予定

牧園中 256 9 19 3 S42、S59大 4,630 S44 1,367 S49 校舎他耐力度調査予定

万膳幼稚園 6 1 1 S46 184 平成１６年度末 閉園予定

持松幼稚園 S22 300 平成１４年度末 閉園

三体幼稚園 27 1 2 S61 294
三つの幼稚園を町立幼稚園を建築してまとめ
る

霧島中 218 6 1 16 2 S22、S43.51改 2,901 S56 920 大規模改造予定

大田幼稚園 5 1 1 S46 208 移転改築予定

隼人中 746 20 1 45 2 S35 6,447 S33、S58 1,021 S36、H7改 格技場改築予定

日当山中 415 12 1 28 2 S42 4,644 S52、H2 864 S37、H7改 グランド整備予定

富隈幼稚園 111 7 H元 525
福山中 53 3 12 2 S55～H2 1,698 S42 613 プール建設予定（小学校と共用）

牧之原中 247 8 19 2 S37～H6 3,516 S41 790 屋内運動場、武道館改修予定

福山幼稚園 23 3 4 H4 369
牧之原幼稚園 53 3 4 S45～H12 741 園舎耐力度調査予定

※園児数、生徒数、教職員数は平成15年5月1日現在の数値とし、教職員数欄は県費職員と市町費職員（臨時職員含む）を区分した。
※校舎、屋内運動場、プールの建築年次欄の「大」は「大規模改造」を指し、「改」は左記以外の「改築等」を指す。

隼人町

教職員数園児数
生徒数

国分市

霧島町

調整の具体的内容

※幼稚園、小学校、中学校、高等学校の設置及び配置は現行のとおり新市に引継ぐ。今後の児童、生徒数の推移（別紙参考）をふまえ、新市
において検討する。
 なお、検討にあたっては、基本的には新市教育基本構想によるが、新市による住宅政策、産業政策等の諸々の条件を加味するとともに、地
域住民の意向を十分尊重する必要がある。
※学校施設整備計画は、現行のとおり新市に引き継ぐ。将来的には、耐力度調査の実施状況、建築年次、直近の増改築の状況などを総合的に
判断し、優先順位を検討することが必要である。

学級数
学校施設の状況

校舎 屋内運動場
今後の計画等

福山町

溝辺町

牧園町

調整の内容

     区分
 
市町名

学校名

１．幼稚園、小学校、中学校、高等学校の設置及び配置は、現行のとおり新市に引き継ぐ。
  学校施設整備計画は、現行のとおり新市に引き継ぐ。

各市町の現況（中学校、幼稚園、高等学校）

姶良中央地区合併協議会の調整内容
協議事項 ２５－２０ 学校教育事業 関係項目 中学校、高校、幼稚園の現状
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国分北小
木原小
川原小
国分小
向花小
上小川小
国分西小
平山小
塚脇小
青葉小
国分南小
国分中
木原中
国分南中
舞鶴中
溝辺小
陵南小
竹子小
溝辺中
陵南中

横川小

安良小

佐々木小
横川中
牧園小
中津川小
万膳小
持松小
高千穂小
三体小
牧園中 牧園町一円の区域

市町名、学校名

東その山、郡山地区公民館、清水地区公民館のうち山元、夢ヶ丘公民会の区域

湊（一部調整区域有り）、上井、川内、敷根、下井、上之段地区公民館の区域

国分北小、青葉小の通学区域に属する区域

木原小の通学区域に属する区域

木原、本戸地区公民館の区域

川原地区公民館の区域

国分東、国分西地区公民館の区域

向花、府中、新町、野口地区公民館の区域、姫城地区公民館のうち平岡公民会の区域

通学区域
２．通学区域は、当分の間現行のとおりとし、新市において速やかに「学校規模及び通学区域等適正化審議会（仮称）」で検討する。

各市町の現況（通学区域）
姫城地区公民館のうち阿多石、竹下、田辺公民会の区域、清水地区公民館（一部調整区域有り）のうち山元、夢ヶ丘公民会を除く公民会の区域

上小川地区公民館の区域

松木、福島、広瀬地区公民館の区域

万膳１区～万膳５区自治公民館の区域
持松１区～持松４区自治公民館の区域

大字有川全区域、大字三縄全区域、大字竹子のうち今別府及び大字麓のうち陵南小学区を除く区域
大字崎森全区域、大字麓のうち昭和、石峰東、石峰西、房山以南の区域
大字竹子のうち今別府を除く区域
大字有川全区域、大字三縄全区域、大字竹子のうち今別府及び大字麓のうち陵南小学区を除く区域、大字竹子のうち今別府を除く区域
大字崎森全区域、大字麓のうち昭和、石峰東、石峰西、房山以南の区域

平山地区公民館の区域

高千穂１区～高千穂８区自治公民館の区域
三体１区～三体４区自治公民館の区域

黒葛原、赤水、小原、山住、馬渡、岩穴、前川内、二牟礼自治公民館の区域
横川町一円の区域
牧園１区～牧園１０区自治公民館の区域
中津川1区～中津川８区自治公民館の区域

牧
園
町

溝
辺
町

横
川
町

国
分
市

高木、十三谷、木浦、茶屋、谷頭、小谷町、天神、上本町、下本町、古城、北園、紫尾田、正牟田、野坂、横伏敷、柿木、大住、床波、丸岡、崎山、岡村自治公民館の
区域

姶良中央地区合併協議会の調整内容
協議事項 ２５－２０ 学校教育事業 関係項目

調整の内容

塚脇地区公民館の区域

川原小、国分西小（越倉、松木西、松木元、松木中、福島４及び福島５公民会を除く。）、平山小、塚脇小、国分南小の通学区域に属する区域（一部調整区域有り）

国分小、向花小、上小川小、国分西小（越倉、松木西、松木元、松木中、福島４及び福島５公民会に限る。）の通学区域に属する区域

上深川、上小脇、下小脇、桜本、山ノ口、上尾田、下尾田、上新町、下新町、清水町、仲町、下町、旭町、宮下、川北、上向江、向江、ニ石田、下深川、上植村、下植
村、向植村、大里、中尾田、川原、今村自治公民館の区域
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大田小
霧島小
永水小
霧島中

富隈小

宮内小

小野小
小浜小

日当山小

中福良小
隼人中
日当山中
福山小
牧之原小
福山中
牧之原中

各市町の現況（通学区域）

調 整 の
具体的内容

※通学区域は当分の間現行のとおりとし、新市において「学校規模及び通学区域等適正化審議会（仮称）」で検討する。
※国分市の「一部調整区域」は、当分の間、現行のとおりとし、他地域の調整区域の指定は、住民の意向を踏まえ合併までに調整する。
※区域外就学の基準は、国分市、隼人町の例により合併までに統一した要綱を定める。
※山村留学、特認校制度は、現行のとおり新市に引き継ぐ。

町名、学校名

富隈小学校区、宮内小学校区、小野小学校区、小浜小学校区
日当山小学校区、中福良小学校区
小廻地区、中央地区、大廻地区
西牧之原地区、東牧之原地区、下牧之原地区、佳例川地区、比曽木野地区、福地地区、福沢地区

永水校区公民館の区域
霧島町一円の区域

隼
人
町

福
山
町

京セラ寮、木之房1、2、湯之元1、2、高江、鼻切、木之房団地、川原団地、西瓜川原、中城上、中、下、中姫城東、城西、姫城温泉東、西、南、新七、山野東、中、
北、姫城団地、諏訪、大鳥、稲成田、平岡団地、東林寺、しゅじゅどん、中須東、西、東馬場、松元、橋之口、高畑、新高畑、新溝、山下、東郷団地、東郷ニュータウ
ン、鳥越、牟田、湯田、西光寺、糸走、日当山団地、下平、津曲、平熊、下小鹿野、上小鹿野、花山、宇都、武安、医療センター、三田坪、表木山、九電社宅、安楽、
妙見、内無、県営天降川団地、湯の里、新姫城団地、みゆき苑、ケアハウスみゆき苑、グリーンタウン公民会の区域

迫間、暮幸、井手上、下中福良、中中福良、立神、餅田上、下、堂地東、西、郡山、中初場、坂下、中牟田、鳥ヶ池公民会の区域、富隈、宮内、日当山小学校の区域

小廻地区、中央地区、大廻地区
西牧之原地区、東牧之原地区、下牧之原地区、佳例川地区、比曽木野地区、福地地区、福沢地区

野久美田1、2、清水、東前、東後、溝上、中央1、2、中福良、小田西、県営小田団地、田方団地、ひまわり団地公民会の区域
長浜、馬場、加納内上、加納内下、埒上、埒下、里上、里下、小牧、小浜団地公民会の区域

真孝1～10、高専住宅、トヨタ団地、レナウン寮、高専寮、真孝15、真孝東団地、真孝17、隼人塚団地、真孝西1～6、納屋1～6、本町1～4、松山1～4、住吉1～12、稲荷
団地、錦、住吉15、桜台団地、住吉団地、新川1～9、住吉16、18、川尻東、西、北公民会の区域

見次1～8、テクノセンター、ドラゴン、御前馬場東、西、宮西、宇都山、中道1の東、西、中道、中道2、駅前1～5、菩提寺、菩提寺団地、第2菩提寺団地、原、朝日、朝
日団地、事業団宿舎、野崎親和会、内山田団地、第2内山田団地、大津、宮下、窪町、堀之内、沢馬場1、2、上野、天降川、大津団地、女子学生寮、ファナック寮、神宮
台、菩提寺東、天降川団地、ライべクスト、レジデンスクワハタ、セジュール孝元公民会の区域

調整の内容
２．通学区域は、当分の間現行のとおりとし、新市において速やかに「学校規模及び通学区域等適正化審議会（仮称）」で検討する。

霧
島
町

姶良中央地区合併協議会の調整内容
協議事項 ２５－２０ 学校教育事業 関係項目 通学区域

大田校区公民館の区域
霧島校区公民館の区域
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円 円

自転車購入 6キロ以上 6キロ以下
１年 28,050 24,750
２年 18,700 16,500
３年 9,350 8,250

必要交通費(a) 1,331,710 円 必要交通費(a) 287,280 円 必要交通費(a) 必要交通費(a) 16,819,200 円

補助総額(b) 1,101,760 円 補助総額(b) 268,080 円 補助総額(b) 補助総額(b) 15,096,000 円

補 助 率(b/a) 83％ 補 助 率(b/a) 96％ 補 助 率(b/a) 100％ 補 助 率(b/a) 90％

（注釈）交通機関補助率比較欄は、控除前の必要交通費を算出（a覧）し、補助実績額（ｂ欄）で除することによって、各市町の補助率（c欄）を比較検討したものである。
    交通機関はJRまたはバスとした。
    スクールバスの必要経費は、人件費または運行に係る委託経費を計上した。

各市町の現況（遠距離通学補助）

溝辺町 横川町 牧園町項    目 国分市
徒歩、自転車、交通機関を利用する小学
生、中学生（牧園小校区以外）

無、希望者はふれあいバスを利用
（有料）

無 無、希望者はふれあいバスを利
用(無料)

４台有、中津川、持松地区の中学生、三
体大霧地区の小、中学生が利用

徒歩、自転車、その他交通機関
を利用する小、中学生

交通機関を利用する小中学生
自転車を利用する中学生

交通機関を利用する小学生
自転車を利用する中学生

交通機関補助率比較

スクールバスの運行状況

スクールバス必要経費 0 0 1,380,000 3,645,100

補 助 率 等

787,700

《小》片道４ｋ以上
《中》片道６ｋ以上
   一部６ｋ以下

姶良中央地区合併協議会の調整内容

遠距離通学補助

調整の内容

３．遠距離通学費補助は、原則として通学距離が小学生４キロ以上又は中学生６キロ以上の児童、生徒の保護者を対象に次のとおり
とする。
（１）公共交通機関利用者は、定期券代等実費を全額補助する。
（２）自転車利用者は、購入補助のみとする。
（３）徒歩通学者は、交通機関及びスクールバスの利用が困難な児童、生徒の保護者のみを対象とし、それぞれ補助金額等は合併ま
でに調整する。
４．スクールバスの運行地域等は、現行のとおり新市に引き継ぐ。

協議事項 関係項目２５－２０ 学校教育事業

補 助 対 象

学校を通じて、現金支給支 給 方 法

787,700

交通機関補助率比較

【交通機関】
《小》年間2,400円を控除した全額
《中》年間4,800円を控除した全額
【自転車】
・通学費 年：2,400円
・購入費
 新入学生徒へ購入費を補助
・補助率 １／２
・限度額 20,000円

【交通機関】
《小》ふれあいバスを利用(無
料)
《中》定期券代(11ヶ月)を全額
【自転車】
・購入費
 新入学生徒へ購入費を補助
・補助率 １００％

交通機関補助率比較

【交通機関】
《小》なし
《中》年間9,900円を控除した全額
【自転車及び徒歩】
・通学費
６キロ以上 年：10,200円
６キロ以下 年： 9,000円

※いずれかの学年で1回限り

《小》片道４ｋ以上
《中》片道６ｋ以上

《小》片道４ｋ以上
《中》片道６ｋ以上

《小》片道４ｋ以上
《中》片道６ｋ以上
   一部５ｋ以上

【交通機関】
《小》年間 8,250円を控除した全
額
《中》年間16,500円を控除した全
額
【自転車】
・購入費 16,500円
【徒歩他】
《小》年 3,460円
《中》年 6,790円

定期券
定期券は4､7､9､12､1月
１６０名１２名

定期券
学期始め

定期券
学期始め
約２０名

支 給 時 期
支 給 対 象 人 数

補 助 要 件

各学期末
８９名

交通機関補助率比較
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円 円

必要交通費(a) 必要交通費 2,011,900 円 必要交通費 461,370 円

補助総額(b) 補助総額 1,005,950 円 補助総額 230,685 円

補 助 率(b/a) 補 助 率 50％ 補 助 率 50％

（注釈）交通機関補助率比較欄は、控除前の必要交通費を算出（a覧）し、補助実績額（ｂ欄）で除することによって、各市町の補助率（c欄）を比較検討したものである。
    交通機関はJRまたはバスとした。
    スクールバスの必要経費は、人件費または運行に係る委託経費を計上した。

※対象者は、原則として通学距離が小学生
４キロ以上、中学生６キロ以上の児童、生
徒の保護者とする。
※公共交通機関利用者は、定期券代等実費
を全額補助する。
※自転車利用者に対する補助は購入補助の
みとし、補助金額（定額）は合併までに調
整する。（自転車の通学補助は廃止）
※徒歩に対する補助は、交通機関及びス
クールバスの利用が困難な児童、生徒の保
護者のみを対象とし、補助額は民間バス運
賃を参考に合併までに調整する。
※スクールバスの運行地域等は、現行のと
おり新市に引継ぎ、運行していない地域
も、コミュニティバスの動向を含め事業を
拡大する方向で検討する。

３．遠距離通学費補助は、原則として通学距離が小学生４キロ以上又は中学生６キロ以上の児童、生徒の保護者を対象に次のとおり
とする。
（１）公共交通機関利用者は、定期券代等実費を全額補助する。
（２）自転車利用者は、購入補助のみとする。
（３）徒歩通学者は、交通機関及びスクールバスの利用が困難な児童、生徒の保護者のみを対象とし、それぞれ補助金額等は合併ま
でに調整する。
４．スクールバスの運行地域等は、現行のとおり新市に引き継ぐ。

遠距離通学補助

姶良中央地区合併協議会の調整内容

補 助 対 象
過去に被統合となった校区から自
転車を利用し通学する中学生

徒歩、自転車、その他交通機関
を利用する小、中学生

【交通機関】
 定期代 1/2（11ヶ月分）
【自転車】
・購入費
 ６キロ以上 20,000円
 ５キロ以上～６キロ未満
10,000円
【徒歩】
・小学生 年：20,000円
・中学生 年：44,000円

補 助 要 件
中学校の合併に伴い、遠距離通学
となた生徒で、自転車通学を認め
られた生徒

自転車、その他交通機関を利用
する幼稚園児、小学生、中学生

スクールバス必要経費 0

スクールバスの運行状況
３台有、霧島中学校へ通学する生
徒が利用

無 ４台有、福地、福沢地区、佳例
川、比曽木野地区の児童が利用

7,867,500

補 助 率 等

【自転車】
・購入費 24,000円
 新入学生徒へ購入費の一部を補
助
 途中で通学方法を変更した場
合、
 残年数割で返還。

協議事項

調整の内容

項    目

該当なし
該当なし
該当なし

5,844,000

関係項目２５－２０ 学校教育事業

霧島町 隼人町 福山町

各市町の現況（遠距離通学補助）

調整の具体的内容

支 給 方 法
入学時に一括交付

学校を通じて現金支給 口座振込
支 給 時 期 １０、２月 ４、５、９、１０、１月

学校を通じて現金支給

《小》片道４ｋ以上
《中》片道６ｋ以上

交通機関補助率比較 交通機関補助率比較 交通機関補助率比較

【交通機関】
 定期代 1/2（11ヶ月分）
【自転車】
・購入費
 １年：15,000円
 ２,３年：3,000円

《小》片道４ｋ以上
《中》片道６ｋ以上
   一部５ｋ以上

支 給 対 象 人 数 ここ２、３年支給実績なし ５６名 ９名
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人 人 人 人
円 円 円 円
人 人 人 人
円 円 円 円

高校 円 円 円 円

高専 円 円 円 円

専門学校 円 円 円 円

短大、大学 円 円 円 円

貸与者の資格

市内に居住する者の子弟で高等学校、中等
教育学校の後期課程、高等専門学校、盲・
聾・養護学校の高等部もしくは修業年限３
年以上の専修学校の高等課程または大学、
短期大学もしくは修業年限２年以上の専修
学校に在学し、学業、人物ともに優秀で、
かつ、健康上就学に支障がない者で、学費
の支弁が困難と認める者

毎月

40,000 25,000 県内20,000、県外25,000

４，７，１０，１月 毎月

20

牧園町に居住する者の子弟にして高
等学校もしくはこれと同等以上の学
校に在学するもの。
品行方正、学業優秀で身体強健なも
の。
学費の支弁が困難と認められるも
の。

町内に居住する者の子弟のうち高
等学校、高等専門学校及び大学
（以下「学校等」という。）に進
学又は在学する生徒並びに学生の
うち経済的理由により就学が困難
な者

本町に満3年以上在住する者の子
弟で高等学校、もしくはこれと同
等以上の学校に在学する者で、学
術優秀で経済的な援助を必要と認
められる者

調整の内容

５．奨学資金の貸与額、償還年数及び選考基準等は、合併までに調整する。

各市町の現況（奨学資金）

項    目 国分市 溝辺町 横川町 牧園町

姶良中央地区合併協議会の調整内容

協議事項 ２５－２０ 学校教育事業 関係項目 奨学資金

貸与者数（平成１５年度） 44 6 3
貸与予定額（同上） 16,272,000 1,656,000 360,000
返済者数 50 10 6
返済予定額（同上） 6,345,500 820,500 438,000

貸与金額
（月 額）

15,000 13,000 10,000
15,000 25,000 県内20,000、県外25,000
40,000 25,000 県内20,000、県外25,000

貸 与 期 間
貸付を決定した月から、正規の修
業期間を終了する月まで

卒業した日から６月を経過した日
の属する月

請願後、教育委員会で決定の翌月
から修業期間内

学校等に就学した月からその者の在学
する学校等の修業年限の終期まで

口座振込 口座振込 口座振込
貸  与  月 毎月
貸 与 方 法

償 還 年 数
高校 ８年
大学１０年

高校 ６年
大学 ８年

貸付期間の２倍以内

償 還 猶 予 期 間
卒業の翌月から起算して１年間 卒業した日から起算して１年を経

過した日の属する月

奨学生が死亡した場合
償 還 免 除 制 度

奨学生が死亡した場合 死亡又は心身に著しい障害その他
特別な事由により奨学金の償還が
著しく困難と認められる場合

原資（一般会計又は基金） 一般会計運用 一般会計運用

提出書類等

・奨学資金貸与願書
・資力調書
・在学学校長の奨学生推薦調書
・戸籍抄本
・高等学校及び大学の合格証明書

・奨学資金貸付申請書，保護者の
所得証明書，在学学校長又は，出
身学校長の推薦調書
・保護者及び保証人２名が連署し
た誓約書

・奨学請願書
・奨学生推薦調書
・成績証明書
・在学証明書

基金運用

6,480,000
49

6,300,000
15,000

口座振込

死亡、または返還不可能と認める
事故を生じたとき

15,000
30,000
30,000

貸付を決定した月から、正規の修
業期間を終了する月まで

一般会計運用
・町奨学資金貸与願
・奨学生資金貸与願
・入学試験合格通知書
・戸籍謄本
・所得証明書

６年

卒業の翌月から６ヶ月を経過した
月
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人 人 人
円 円 円
人 人 人
円 円 円

高校 円 円 円

高専 円 円 円

専門学校 円 円 円

短大、大学 円 円 円

償 還 免 除 制 度
奨学生が死亡した場合 奨学生が死亡した場合 奨学生が死亡した場合

6 64 16
1,080,000 19,476,000

認定後から卒業までの通常の就
学期間内

請願後、教育委員会で決定の翌
月から修業期間内

4,327,500
42

3,876,000

30,000 25,000
30,000 25,000

30,000

貸 与 方 法 口座振込

返済予定額（同上）

貸  与  月 毎月

貸 与 期 間
貸付を決定した月から、正規の修
業期間を終了する月まで

20,000
20,000

10,000

相当の期間 卒業の日から起算して６ヶ月

償 還 年 数
貸付期間の２倍以内 貸付期間の２倍以内 高校  ５年

大学 １０年

貸与予定額（同上）

貸与金額
（月 額）

10,000 12,000

返済者数（     現在） 16
1,424,000

115
16,045,000

※運用は、一般会計方式とする。
※貸与額、償還年数、貸与期間、
貸与月、方法及び選考基準は、合
併までに調整する。

貸与者数（平成１５年度）

10,000

貸与者の資格

町内に１年以上居住するものの子
弟で、高校又は大学に入学し、学
業及び性行が優良でかつ身体強健
であるにもかかわらず、経済的な
理由によって就学困難なもの。

隼人町内に居住する者の子弟で次の各号
に該当する者(国，県又はその他の団体の
奨学資金を受けている者は除く.)
(1)高等学校，専修学校，高等専門学校又
は大学に進学又は在学している者
(2)学業及び性行が優良でかつ身体強健で
あること。

・育英資金貸与願
・資力調書
・貸費生推薦調書
・戸籍抄本
・成績証明書（毎年）

・奨学請願書
・奨学生推薦調書
・成績証明書
・所得証明書

町内に居住する者の子弟で、学
業及び人物が優良であるにもか
かわらず、経済的理由によっ
て、高等学校、大学及び専修学
校の修業が困難な者

現金支給

姶良中央地区合併協議会の調整内容

協議事項 ２５－２０ 学校教育事業 関係項目 奨学資金

原資（一般会計又は基金）

提出書類等

・貸付申請書
・学業成績証明書
・在学証明書
・借用証明書

25,000

基金運用 一般会計運用 一般会計運用

高校：毎月、大学：４，９月

償 還 猶 予 期 間
卒業の日から起算して６ヶ月

口座振込
６，７，１０，１２月、

調整の内容

５．奨学資金の貸与額、償還年数及び選考基準等は、合併までに調整する。

各市町の現況（奨学資金）

項    目 霧島町 隼人町 福山町 調整の具体的内容

- 38 -



２５－２０ 学校教育事業
６．公立幼稚園保育料は、合併までに統一し、就園奨励費の減免金額及び区分は国の基準どおりとする。
７．私立幼稚園就園奨励費の補助限度額及び区分は現行のとおりとし、単独事業分の補助限度額及び区分は、合併までに調整する。調整の内容

姶良中央地区合併協議会の調整内容
関係項目 幼稚園協議事項

各市町の現況（幼稚園）

溝辺町 横川町 牧園町項    目
１箇所 該当なし

該当なし

該当なし
該当なし

該当なし

該当なし

該当なし
該当なし

満３歳から小学校就学前の幼児

該当なし
該当なし

２箇所

【対象者】
・生活保護法の規定による保護を
受けている世帯
・町民税非課税世帯
・町民税所得割非課税世帯
【減免金額】
 20,000円

各幼稚園 ４０人

無料
月額 4,500円

４，５歳児

 4月 1日～4月 7日
 7月21日～9月 5日
12月25日～1月10日
 3月25日～3月31日

９０人
 4月 1日～4月 8日
 7月21日～9月10日
12月25日～1月10日
 3月26日～3月31日

該当なし

休業日（春休み、
夏休み、冬休み）

該当なし
《私立幼稚園就園奨励費》
【対象者】
3,4,5歳児の保護者に対し入園料、保育料を
減免する私立幼稚園設置者
【補助限度額】（第1子のみ記載）
・生活保護世帯及び町民税非課税世帯
  年額 136,800円
・市民税所得割非課税世帯
  年額 104,200円
・市民税所得割課税額8,800円以下の世帯
  年額   79,900円
・市民税所得割課税額102,100円以下の世帯
  年額  56,100円

無料
保育料
入園料

【対象者】
・生活保護法の規定による保護を受け
ている世帯
・町民税の所得割が非課税となる世帯
【減免金額】
・1人就園の場合
 20,000円
・2人以上就園の場合の第1子
 20,000円
・2人以上就園の場合の第2子
 25,000円
・3人以上就園の場合の第3子以降
 30,000円

月額 4,700円
該当なし

私
立
幼
稚
園

就園奨励費
補助限度額

【対象者】
3,4,5歳児の保護者に対し入園料、保育料を
減免する私立幼稚園設置者
すべて保育料と就園奨励費補助金との差額
【補助限度額】
・生活保護世帯及び市民税非課税世帯
  年額 31,000円
・市民税所得割非課税世帯
  年額 17,800円
・市民税所得割課税世帯
  年額  7,000円

定員

該当なし
該当なし

公
立
幼
稚
園

就園奨励費（国分
市欄のみ私立幼稚
園を記載）

該当なし
該当なし

箇所数 7箇所

該当なし

該当なし
国分市

箇所数
入園対象児年齢
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２５－２０ 学校教育事業
姶良中央地区合併協議会の調整内容

協議事項 関係項目 幼稚園

 4月 1日～ 4月 8日
 7月21日～ 9月 4日
12月25日～ 1月10日
 3月26日～ 3月31日

１４０人 福山 95人  牧之原 190人

調整の内容
６．公立幼稚園保育料は、合併までに統一し、就園奨励費の減免金額及び区分は国の基準どおりとする。
７．私立幼稚園就園奨励費の補助限度額及び区分は現行のとおりとし、単独事業分の補助限度額及び区分は、合併までに調整する。

３，４，５歳児

各市町の現況（幼稚園）

項    目 霧島町 隼人町

該当なし

公
立
幼
稚
園

箇所数 １箇所 １箇所 ２箇所

定員
休業日（春休み、
夏休み、冬休み）

 4月 1日～ 4月 6日
 7月21日～ 8月31日
(預かり保育有)
12月25日～ 1月 7日
 3月26日～ 3月31日

 4月 1日～ 4月 6日
 7月21日～ 8月31日
12月25日～ 1月 7日
 3月26日～ 3月31日

福山町 調整の具体的内容

８０人
入園対象児年齢 満５歳から小学校就学前の幼児 ４，５歳児

入園料 無料 無料 1,000円

該当なし

※入園対象児年齢及び各幼
稚園の定員は、施設規模に
差異があることから、当分
の間現行のとおりとする。
※4､5歳児は1学級35人以
下、3歳児は1学級20人以下
を原則とする。
※年間の教育週数は39週以
上とし、1日の教育時間は4
時間を原則とする。
※休業日は隼人町及び霧島
町の例により、合併までに
統一する。
※入園料は無料とする。
※保育料は合併までに統一
する。
※公立幼稚園の就園奨励費
減免金額及び区分は、国の
基準どおりで統一する。
※私立幼稚園の就園奨励費
補助限度額及び区分は、現
行のとおりとする。
※単独事業分の私立幼稚園
就園奨励費補助限度額及び
区分は、合併までに統一す
る。

就園奨励費 【対象者】
・生活保護法の規定により保護を
受けている世帯
・町民税所得割非課税世帯
【減免金額】
 世帯1人につき年額20,000円以内

【対象者】
・生活保護法の規定による保護を受けてい
る世帯
・町民税非課税世帯
・町民税所得割非課税世帯
【減免金額】
・1人就園の場合
 20,000円
・2人以上就園の場合の第1子
 20,000円
・2人以上就園の場合の第2子
 37,000円
・3人以上就園の場合の第3子以降
 53,000円

【対象者】
・生活保護法の規定による保護を
受けている世帯
・町民税非課税世帯
・町民税所得割非課税世帯
【減免金額】
・1人就園の場合
 20,000円
・2人以上就園の場合の第1子
 20,000円
・2人以上就園の場合の第2子
 37,000円
・3人以上就園の場合の第3子以降
 53,000円

保育料 月額 4,400円 月額 4,700円 月額 4,500円

該当なし

私
立
幼
稚
園

就園奨励費
補助限度額

【対象者】
3,4,5歳児の保護者に対し入園料、保育料を
減免する私立幼稚園設置者
【補助限度額】（第1子のみを記載）
・生活保護世帯及び町民税非課税世帯
  年額 136,800円
・町民税所得割非課税世帯
  年額 104,200円
・町民税所得割課税額 8,800円以下の世帯
  年額   79,900円
・町民税所得割課税額102,100円以下の世帯
  年額  56,100円
他に単独事業補助金
 保護者へ園児1人当り年額14,000円

箇所数 該当なし ４箇所
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関係項目

１．調理施設

給食センター 該当なし 溝辺町学校給食センター 横川町学校給食センター 牧園町立学校給食センター

単独校
該当なし 該当なし 該当なし

調理方式

食器の種類

金額（月額）
すべて年間11ヶ月分

(木原、塚脇3,800､上小川3,500)

姶良中央地区合併協議会の調整内容

協議事項 ２５－２０ 学校教育事業 学校給食

調整の内容

８．学校給食の調理施設（共同調理場、単独校）業務運営については、現行のとおり新市に引き継ぎ、方式等は新市に
おいて検討する。
９．給食費は、当分の間現行どおりとし、新市において検討する。
10．運営委員会は、旧市町の組織を継続し、それぞれの代表による運営委員会連絡協議会（仮称）を組織する。

学校給食の現況

         市
町名   区分

国分市 溝辺町 横川町 牧園町

小学校１１、中学校３（うち１
調理場、小中共同）

ドライ方式小学校２校、中学校２
校、その他ウェットをドライ運用

給食センタードライ方式 共同調理場ウェット方式（ドラ
イ運用）

共同調理場ウェット方式（ドラ
イ運用）

温食器：ＰＥＮ食器
その他食器：ポリカーボネート

ポリカーボネート（パン皿）
メラミン（深皿）
    （浅皿）

ＰＥＮ食器 ステンレス食器
ＰＥＮ食器への変更を検討中

２．給食費
幼稚園児             該当なし 幼稚園児       3,000円 幼稚園児       該当なし 幼稚園児       3,600円
小学校児童      3,700円 小学校児童      3,500円 小学校児童      3,700円 小学校児童      3,700円

中学校生徒      4,200円 中学校生徒      4,400円 中学校生徒      4,300円
中学校生徒      4,500円
        （木原4,300）

３．給食運営委員会 該当なし 溝辺町学校給食運営委員会 横川町学校給食運営委員会 牧園町立学校給食運営委員会

【委員構成】
各学校長及び給食指導係
各学校ＰＴＡ会長
町学校保健会会長
学識経験者など

【委員構成】
助役
町議会総務委員長
教育委員長
学校薬剤師
各小中学校長
各小中学校ＰＴＡ会長

【委員構成】
各学校長
行政機関の職員
関係団体の代表者
識見を有する者
その他

４．給食実施人員
幼稚園児                 0人 幼稚園児               66人 幼稚園児                0人 幼稚園児               35人
小学校児童      4,277人 小学校児童             624人 小学校児童             346人 小学校児童             487人
中学校生徒      2,028人 中学校生徒        326人 中学校生徒        192人 中学校生徒        290人
計          6,305人 計          1,016人 計            538人 計            812人
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関係項目

１．調理施設

給食センター 霧島町立学校給食センター 隼人町立学校給食センター 福山町立学校給食共同調理場

単独校 該当なし 該当なし

調理方式

食器の種類

金額（月額）
すべて年間11ヶ月分

計  624人

姶良中央地区合併協議会の調整内容

協議事項 ２５－２０ 学校教育事業 学校給食

調整の内容

８．学校給食の調理施設（共同調理場、単独校）業務運営については、現行のとおり新市に引き継ぎ、方式等は新市に
おいて検討する。
９．給食費は、当分の間現行どおりとし、新市において検討する。
10．運営委員会は、旧市町の組織を継続し、それぞれの代表による運営委員会連絡協議会（仮称）を組織する。

学校給食の現況

         市
町名   区分

霧島町 隼人町 福山町 調整の具体的内容

※学校給食の調理施設（共同調
理場、単独校）業務運営につい
ては、合併後も存続させ、新市
に引継ぎ検討する。
※給食費は当分の間現行どおり
とし、新市の給食運営委員会連
絡協議会（仮称）で検討する。
※旧市町ごとの運営委員会をい
ずれかの形で継続し、それぞれ
の代表者からなる「運営委員会
連絡協議会」（仮称）を新市に
組織する。

該当なし
共同調理場ドライ方式 共同調理場ドライ方式 共同調理場ウェット方式（ドラ

イ運用）

ＰＥＮ食器 強化磁器、ポリカーボネイト、
ポリエチレンナフタレート

ポリカーボネイト

２．給食費
幼稚園児              2,600円 幼稚園児              3,500円 幼稚園児       3,000円
小学校児童      3,500円 小学校児童      3,800円 小学校児童      3,500円
中学校生徒      4,200円 中学校生徒      4,450円 中学校生徒      4,300円

３．給食運営委員会 霧島町学校給食運営委員会 隼人町学校給食運営委員会 福山町学校給食運営委員会

【委員構成】
教育委員長
教育長
関係各学校長
関係各学校ＰＴＡ会長
町議会文教厚生委員長
所長
その他

【委員構成】
各小中学校長及び幼稚園長
各小中学校ＰＴＡ会長（各幼稚
園）
医師会代表
町長、助役、総務課長
代表監査委員

【委員構成】
町長
町議会産業教務委員長
教育委員長、教育長、教委管理
課長
各小中学校長及び幼稚園長
各小中学校、幼稚園ＰＴＡ代表
校医、薬剤師代表
学校養護教諭代表、給食主任代
表

４．給食実施人員
幼稚園児                 7人 幼稚園児              118人 幼稚園児               84人

計          3,830人 計            925人

小学校児童       371人 小学校児童           2,446人 小学校児童             499人
中学校生徒       246人 中学校生徒      1,266人 中学校生徒        342人
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参考資料

幼 小 中 正規職員
臨時職
員等

1 国分市 単独 国分北小 1 191 4 <１> 2 2 Ｓ６１増築 Ｓ４６

2 国分市 単独 青葉小 1 191 4 <１> 2 2 Ｈ９

3 国分市 単独 木原小・中 1 1 192 1 1 Ｓ５５

4 国分市 単独 川原小 1 189 1 1 Ｈ４改修 Ｓ３７

5 国分市 単独 国分小 1 190 4 <１> 2 2 Ｓ５９

6 国分市 単独 向花小 1 190 2 1 1 Ｈ１４

7 国分市 単独 上小川小 1 190 2 1 1 Ｓ５２

8 国分市 単独 国分西小 1 194 6 <１> 3 3 Ｓ５７

9 国分市 単独 平山小 1 190 1 1 Ｓ４７

10 国分市 単独 塚脇小 1 188 1 1 Ｈ２補修 Ｓ４６

11 国分市 単独 国分南小 1 188 4 <１> 2 2 Ｈ１３

12 国分市 単独 国分中 1 192 4 <１> 2 2 Ｓ５６

13 国分市 単独 国分南中 1 191 4 <１> 2 2 Ｈ１２

14 国分市 単独 舞鶴中 1 191 4 <１> 2 2 Ｈ１５

15 溝辺町 センター
溝辺町学校給
食センター

1 3 2 132 192 191 10 《１》 1 <１> 3 6 Ｈ１３

16 横川町 センター
横川町学校給
食センター

3 1 196 194 7 《１》 1 <１> 6 Ｓ５７ 有

17 牧園町 センター
牧園町立学校
給食センター

2 6 1 169 193 193 11 《１》 1 <１> 8 2 Ｓ６０ 有

18 霧島町 センター
霧島町立学校
給食センター

1 3 1 193 193 188 7 《１》 1 <１> 6 Ｈ８

19 隼人町 センター
隼人町立学校
給食センター

1 6 2 190 192 190 27 1 2 <３> 24 外部 Ｈ１２

20 福山町 センター
福山町立学校
給食共同調理
場

2 2 2 195 195 195 10 《１》 1 <１> 7 2 Ｓ６１ 有

所長欄の《》書きは学校教育課長等兼務
栄養士欄の〈〉書きは県費栄養士
配送欄の「外部」は民間委託
職員総数欄は、兼務の学校教育課長、県費栄養士は含めない

調理施設の状況

№ 市町名 方式 施設名称

給付対象校数
給食数  ／年（食）

職員の配置

特記事項
建 設
（年）

新規建設
計画の
有無幼稚園 小学校 中学校

職員総数
 （人）

所長 事務職員栄養職員
調理員

配送員
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教育部会総務分科会
市町名 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

児 童 4,014 4,037 4,029 4,092 4,085 4,161 4,173
生 徒 1,903 1,856 1,886 1,891 1,936 1,886 1,898
小 計 5,917 5,893 5,915 5,983 6,021 6,047 6,071
児 童 566 564 574 575 577 596 617
生 徒 294 293 288 278 282 268 260
小 計 860 857 862 853 859 864 877
児 童 306 316 315 300 295 297 295
生 徒 173 163 157 159 159 153 147
小 計 479 479 472 459 454 450 442
児 童 425 409 405 395 362 347 331
生 徒 258 247 231 217 207 210 208
小 計 683 656 636 612 569 557 539
児 童 333 313 284 279 265 256 259
生 徒 218 205 195 177 168 156 138
小 計 551 518 479 456 433 412 397
児 童 2,313 2,255 2,292 2,358 2,385 2,465 2,476
生 徒 1,161 1,142 1,154 1,112 1,097 1,053 1,060
小 計 3,474 3,397 3,446 3,470 3,482 3,518 3,536
児 童 465 446 413 377 365 336 301
生 徒 300 290 273 263 241 222 212
小 計 765 736 686 640 606 558 513
児童 計 8,422 8,340 8,312 8,376 8,334 8,458 8,452
生徒 計 4,307 4,196 4,184 4,097 4,090 3,948 3,923
合  計 12,729 12,536 12,496 12,473 12,424 12,406 12,375

計

牧園町

霧島町

隼人町

福山町

児童・生徒数の推移

国分市

溝辺町

横川町
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関係法令抜粋 

学校教育法（昭和２２年法律第２６号） 

（学校の設置者） 

第２条 学校は、国、地方公共団体及び私立学校法第３条に規定する学校法人（以下学校法人と称す

る。）のみが、これを設置することができる。 

２・３ 略 

（設置基準） 

第３条 学校を設置しようとする者は、学校の種類に応じ、文部科学大臣の定める設備、編制その他

に関する設置基準に従い、これを設置しなければならない。 

（設置廃止等の認可） 

第４条 国立学校、この法律によつて設置義務を負う者の設置する学校…略…のほか、学校…略…の

設置廃止、設置者の変更その他政令で定める事項は、次の各号に掲げる学校の区分に応じ、それぞ

れ当該各号に定める者の認可を受けなければならない。 

  略 

  市町村の設置する…略…幼稚園 都道府県の教育委員会 

  略 

２～５ 略 

 

学校給食法（昭和２９年法律第１６０号） 

（義務教育諸学校の設置者の任務） 

第４条 義務教育諸学校の設置者は、当該義務教育諸学校において学校給食が実施されるように努め

なければならない。 

（国及び地方公共団体の任務） 

第５条 国及び地方公共団体は、学校給食の普及と健全な発達を図るように努めなければならない。 

（２以上の義務教育諸学校の学校給食の実施に必要な施設） 

第５条の２ 義務教育諸学校の設置者は、その設置する義務教育諸学校の学校給食を実施するための

施設として、２以上の義務教育諸学校の学校給食の実施に必要な施設（次条において「共同調理場」

という。）を設けること。 
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先進事例 
・日田市郡合併協議会（大分県） 

１．就学前教育について 

１ 私立幼稚園就園奨励費補助については、日田市の例により新市に引き継ぐ。 

（理由）最も充実した日田市の補助制度を全市的に採用する。 

２．義務教育について 

１ 小中学校の通学区域については、新市において現状に即した形で見直しを行う。 

（理由）通学区域については、基本的に現行どおりとし、旧市町村境界区域について見直し

が必要な場合は、現状に即した形での見直しを行う。 

２ 小中学校の設置及び配置は、現行どおりとする。 

（理由）合併に伴う通学条件の変更をきたさないよう合併時での学校統廃合は行わない。新

市において必要に応じ、設置及び配置について検討する。 

３ 学校給食について 

  学校給食施設については、現行どおりとし、一食当り材料費・給食費算定方法について

は合併時に統一する。 

  運営協議会については旧市町村の協議会を継続し、それぞれの代表による全市一体とな

った連絡協議会を組織する。 

（理由）学校給食については、搬送等の問題により現行の調理施設を利用する。一食当り材

料費・給食費算定方法については、負担公平・一体性確保の原則により統一する。 

４ 小中学校の通学援助について 

  統合条件として現在実施されている助成制度については、現行制度を引き継ぎ、助成内

容については新市において調整する。 

  遠距離通学補助については、現行制度を引き継ぎ、補助額については新市において調整

する。 

（理由）学校の統廃合及び遠距離通学者の負担軽減のため設置された制度については、従来

からの経緯や実情等を考慮し、合併により通学に伴う負担の増を招かないよう、現行制

度を継続する。 

・東宇和・三瓶町合併協議会（愛媛県） 

１ 公立幼稚園については、当面現行のとおりとし、合併後、幼児教育の統一に向け、その調

整に努める。 

２ 小・中学校については、現行のまま新市に引き継ぐ。 

３ 遠距離児童・生徒通学費補助及び就学費の援助については、合併時に新たに定める。 

４ 奨学金貸付事業については、合併時に統一の方向で調整する。ただし、合併前の貸付、償

還については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。 

５ スクールバスの運行については、当面現行のとおりとし、合併後に随時調整する。 

・高田郡六町村合併協議会（広島県） 
  幼稚園については，原則として現行のとおり新市に引き継ぎ，幼稚園保育料，幼稚園保育

料減免措置等については，合併までに調整する。 

  就学指導委員会については，新市において新たに設置する。 

  学校寄宿舎，学校林，教員住宅等については，原則として現行のとおり新市に引き継ぐ。 

  就学援助費については，国の基準により統一する。 

  遠距離児童生徒通学費補助については，当面現行のとおりとし，新市において調整する。 

  スクールバスの運行については，現行のとおり新市に引き継ぐ。 

  学校教育関係補助金については，合併までに補助基準を統一し交付する。 

  幼稚園・学校給食については，当面現行のとおりとし，新市において調整する。 
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・石部・甲西合併協議会（滋賀県） 
 幼稚園 

① 現行どおり施設、定数とも存続させる。 

② 保育料については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

③ 就園奨励事業については、甲西町の例により、新市に引き継ぐ。 

④ 私立幼稚園の保護者に対する補助については、甲西町の例により、新市に引き継ぐ。 

  小・中学校 

① 現行どおり施設、定数とも存続させる。 

② 就学奨励補助については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

③ 給食については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

④ 英語指導助手の配置については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

⑤ 教育相談事業については、現行のとおり引き継ぎ、新市において速やかに再編する。 

・仁賀保町・金浦町・象潟町合併協議会（秋田県） 
  奨学金貸付事業については、現行制度をもとに、合併時に統一する。但し、合併前に決定

を受けた者の貸付及び返還については、従前の例によるものとする。 

  修学旅行助成事業については、合併時に統一する。 

  国又は県が定める制度に基づき実施している事業については、その要綱に準拠しながら充

実に努める。 

  学校給食については、現行のとおりとする。 

  スクールバスの運行については、現行のとおりとする。 

  遠距離通学費補助事業については、当面現行のとおりとし、新市において調整する。 
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